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診療報酬改定結果検証部会  

1 はじめに  

○ 中央社会保険医療協議会（以下「中医協」という。）における診療報酬改定の   

結果の換証については、昨年10月27日の中医協全員懇談会了解「中央社会   

保険医療協議会の在り方の見直しについて」において、『中医協の審議の透明性   

の確保の観点からも、診療報酬改定の結果の検証を行い、これをその後の診療   

報酬改定に係る議論に繋げていく』こととしたところである。  

また、本年7月20日に取りまとめられた「中央社会保険医療協議会の新た  

な出発のために」（中医協の在り方に関する有識者会議）においても、『診療報  

酬改定の結果の検証については、医療費の動向の報告等が行われてきた程度で、  

（中略）その取組は不十分であった』、『診療幸闘州改定の結果の検証を行い、こ  

れをその後の診療幸闘州改定に係る議論に繋げていく甘又組が求められている』、   

『診療報酬改定の結果を検証して国民に分かりやすく説明』すべき旨の報告が  

なされたところである。  

○ これらを踏まえ、診療報酬改定結果検証部会（以下「検証部会」という。）は、  

本年9月28日中医協総会において設置が了承され、公益委員及び専門委員（結  

果検証担当）により、検証の手法について調査審議を行いつつ、具体的に、診  

療報酬改定（以下、「改定」という。）の結果の検証に取り組むこととしたとこ  

ろである。  

○ 検証部会は、本年11月2日の第1回会議において、既存の調査結果を用い  

た平成16年度改定の結果の検証を行い、試行的な検証結果及び等後の検証に  

向けた課題について年内に取りまとめることを確認し、これまで3回会議を開  

催したところであり、本日、その内容を中間的に取りまとめたので報告する。  

2 平成16年度改定の結果検証について   

（1）結果検証に関する過去の取組状況   

○ 検証部会は、平成16年度改定の結果検証に先だら、まず、平成14年度改  

定における結果検証の取組状況について調査した。  

○ 中医協では、平成15年3月28［］に閣議決定された、「健康保険法等の一部   



を改正する法律附則第2条第2項の規定に基づく基本方針」の中に記載された   

診療報酬体系の見直しについて、平成15年4月から7月に力、けて審議を行っ   
てきた。  

○ その際、平成14年度改定の評価として、「必要なデータを収集した上で、各   
項目に対する評価を行う」こととし、平成15年10月に、改定項日ごとに、   
社会医療診療行為別調査等の既存の統計調査を用いるとともに、別途調査を行   
う等の検証手法を整理したが、その後、平成16年度改定にかかる具体的な審   
議に入る等の事情により、残念ながら具体的な検証を行うには至っていない。  

（2）平成16年度改定の検証作業の方針  

○ 平成16年度改定の検証にあたっては、次期平成18年度改定に係る中医協   
での審議に出来るだけ間に合う形で結果を取りまとめ、平成17年内に中間的   
な取りまとめを行うという前提で、検証手法の検討を中心に、既存の調査結果   
を用いて試行的な検証を行うこととした。  

○ なお、検証部会としての本格的な検証作業は、平成18年度改定の検証から   
行うこととするが、平成18年以降も、平成16年度改定の検証も継続して行   
うこととし、必要に応じて追加的な調査も実施することとした。   

（3）結果検証の対象  

○ 今回の検証にあたっては、個々の改定が企図した効果を挙げているかといっ   
た観点から試行的に行うこととし、具体的には、   
・医科診療報酬忙おいて平成16年度改定時に重点事項とされた、「小児医療」、  

「精神医療」、「在宅医療」、「DPC」  

平成16年度改定で算定要件、施設基準等が変更された項目   
・平成16年度改定で新規に保険導入された項目   

に主眼を置き、検証を行うこととした。  

○ なお、改定が医療費全体に及ぼす影響については、「医療費の動向」等を用い   
ることにより一定の観察は可能であるが、個々の診療報酬l改定項目と医療費全   
体に及ぼした影響との直接的な関連付けが困難であることから、今回の試行的   
検証においては行わないこととした。  

（4）検証に用いた手法及び検証資料   

○ 今回の試行的検証に用いた手法及び資料は次のとおり。   

① 既存の調査結果を用いた診療回数、点数、施設基準の届出医療機関数に関  
する改定前後の状況の観察   

・「社会医療診療行為別調査」（平成14年～16年の各年6月審査分の推計値）   

・「主な施設基準の届出状況」（平成14年～16年の各年7月1日現在の届出  

状況）  
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② 外部調査による結果の検証   

・「平成16年度小児医療の診療報酬に関する実態調査」（厚生労働省より社団  

法人日本小児科学会への委託調査）   

・「精神科医療に係る平成16年度診療報酬改定の影響に関する調査研究」（厚  

生労働省より社団法人日本精神科病院協会への委託調査）   

・r平成17年度DPC導入の影響評価」（診療報酬調査専門組織DPC評価分  

科会報告）   

（5）試行的検証結果  

（D 小児医療について   

○ 小児に対する時間外診療体制の充実として、「初再診料等における小児の時  

間外加算」を見直し、6歳未満の患者に対して初再診等を時間外に行った場  

合の加算点数を引き上げるとともに、小児科を標模する保険医療機関の時間  

外加算を別に設定した。この結果、社会医療診療行為別調査における診療回  

数及び点数の推計値（以下、単に「回数」、「点数」という。）において、6歳  

末満の患者に対する時間外の診療に係る加算の算定のうちの半数程度で、別  

に設定された小児科を標模する保険医療機関の時間外加算も併せて算定した。  

また、「地域連携小児夜間・休日診療料」に関する施設基準を緩和した。こ  

の結果、新たに届け出た医療機関数が著しく増加し、回数、点数についても  

増となった。  

○ 効果的かつ効率的な小児・新生児の入院医療の提供として、「小児入院医療  

管理料1」に関する施設基準を緩和した。この結果、新たに届け出た医療機  

関数、回数、点数共に増加する一方、「小児入院医療管理料2」及び「3」の  

届出医療機関数が減少した。  

また、「新生児入院医療管埋加算」を引き上げたことにより、点数が大幅に  

増加した。なお、社団法人日本小児科学会の調査では、算定基準が厳しいの  

に対して1日当たり点数が低いとの評価であった。   

② 精神医療について   

○ 地域への復帰支援の充実として、「精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア、  

精神科デイ・ナイト・ケア」について、実施効果を勘案し、患者の社会復帰  

を促進する観点から、3年を超える場合、週5日を限度とする算定制限を設  

けた。その結果、社団法人日本精神科病院協会（以下、「日精協」という。）  

の調査では、週6日以上のサービスを受けた患者が減少した等の評価であっ  

た。なお、届出医療機関数、回数、点数については増加した。  

また、「精神科退院前訪問指導料」について、算定回数を1回から3回に拡  

大するとともに、複数職種が共同して指導を行った場合の加算を新設した。  

その結果、日精協の調査では、算定した病院が増加するとともに、ほとんど  

3   



の病院で複数職種による共同指導を行ったという結果であった。  

○ 精神障害者である患者の在宅医療の充実として、「精神科訪問看護・指導料」  

について、患者宅へ複数の保健師・看護師等が訪問した場合の加算を新設し  

た。その結果、日精協の調査では、算定した病院が増加するとともに、複数  

の者による訪問が大半であった。  

○ 医療保護入院等における適切な処遇の確保として、「医療保護入院等診療  

料」を新設した。その結果、一千カ所を超える医療機関より施設基準の届出  

があった。   

③ 在宅医療について   

O 「在宅患者訪問診療料」については、週3回を超えて算定できる疾病を追  

加したが、回数、点数に減少傾向が見られた。  

○ 末期の悪性腫瘍患者等の在宅医療の充実として、「在宅患者訪問看護・指導  

料」について、1日に複数回の訪問看護・指導を実施した場合の加算の新設  

や、「在宅患者訪問点滴注射管理指導料」の新設を行った。その結果、回数及  

び点数において、算定が行われていることは認められたものの、在宅医療に  

ついては、今回の検証に用いた既存の調査結果が社会医療診療行為別調査に  

限られたことから、当初予期した効果が得られたかどうかを評価するには不  

十分であり、引き続き検証を行っていく必要がある。   

④ DPCについて   

O DPCは、平成15年に特定機能病院等のDPC対象病院（82病院）に  

適用が開始され、平成16年度改定において新たに、62の病院に試行的に  

適用された。その後、診療報酬調査専門組織においてDPC導入の影響評価  

のための各種調査が実施されたが、その結果からは、DPC対象病院におい  

て、在院日数の短縮など入院医療の効率化が進んでおり、医療機関としての  

機能も向上しているが、診療内容に悪影響があるとは認められず、これはD  

PC試行的適用病院においても同様であった。  

3 今回実施した検証結果を踏まえた今後の課題について   

（1）結果検証のために必要な調査設計   

① 既存の統計調査結果を用いた検証方法の再検討  

○ 与回の検証は、既存の統計資料を用いて実施したものであるが、当然ながら  

これらの統計資料は結果の検証を前提に設計されたものではないことから、  

号後、結果検証において考慮しなければならない課題を整理した。  

O 「社会医療診療行為別調査」は、一定の期間、条件で抽出した医療機関、  
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診療報酬明細書を基に推計したものであり、例えば広く行われている診療行  

為の実施状況や年次の推移の観察は可能であるが、ごく限られた医療機関で  

のみ実施しているような件数の少ない診療行為等については、詳細な検証に  

耐えうるようなデータを得られない点において留意が必要。  

また、当該調査を用いて平成16年度改定の前後の状況を見る場合は、改  

定直後である平成16年調査の結果だけでなく、一年後の平成17年調査の  

結果も見る必要がある。  

O 「主な施設基準の届出状況」は、特定の診療幸闘州について施設基準に適合  

しているものとして届け出た医療機関数等についての把握が可能であるが、  

これらの医療機関のうらどの程度の医療機関が当該診療報酬を算定している  

かといった、医療機関ごとの実施状況の把握ができない。  

また、施設基準が設定されていない喜多療報酬については、算定している医  

療機関数の把握ができない点についても留意が必要である。   

② 外部調査の実施による検証   

○ 外部による調査にあたっては、今回のような学会等関係当事者の協力によ  

り実施することは、調査対象となる医療機関の協力が得られやすく、十分な  

データに基づく分析が可能である反面、調査結果の解釈に、その関係当事者  

としての要望が混在しがらな部分があることも否定できず、いかに調査の客  

観性を高めるかが課題である。  

芋後、より中立的な第≡者への調査の委託についても検討が必要である。  

○ この他、既存の調査を補完する調査を実施するといった観点も必要である。   

（2）検証対象の選定基準の明確化   

○ 結果検証を行うにあたっては、改定時にあらかじめ検証対象を特定し、そ  

の検証対象に応じた調査手法等を検討しておく必要がある。  

具体的には以下のとおり。  

診療報酬改定基本方針における主要事項  

国民の関心が特に高い事項  

・ 新設された項目  

・ これまでの診療回数に大きな変動のある項目  

4 平成18年度改定に向けて   

（1）検証の実施方法について   

○ 平成18年度改定に当たっては、予め検証を実施する前提で、以下の階層に  

沿って、改定の目的、自標及び改定がもたらす効果を明確にしておく必要があ  

ると考える。  
① 「平成18年度診療報酬改定の基本方針」（平成17年11月25日社会  
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保障審議会医療保険部会・医療部会）（以下、「改定の基本方針」という。）  

において示された4つの視点   

② 今後、中医協において策定される医科診療幸闘州tl、歯科診療報酬、調剤報酬  

ごとの具体的な改定重点事項   

③ 個々の診療報酬改定項目  

○ また、可能な限り検証の対象となる項目について、予め評価指標を設定する  

必要があると考える。  

例えば、見込まれる算定医療機関数、対象患者数、診療回数、財政効果、他  

の診療幸闘州項目への影響など。  

○ これらを踏まえ、平成18年度改定の結果の検証に当たり、次の点について、  

検証部会として早期に検討しておく必要がある。   

① 検証項目の特定   

② 検証項目ごとの検証手法、具体的な調査設計  

・定量的な調査として、既存の統計調査を補完する調査  

・ 定性的な調査として、医療の質、安全性、患者満足度等  

③ 国民に分かりやすい形での検証結果の公表方法  

○ なお、改定が医療費全体に及ぼす影響については、その把握の手法を含めた  
検討が必要である。   

（2）結果検証の実施にかかる当面のスケジュール  

○ 平成18年2月 ・平成18年度改定における検証項目、検証手法の整理   

○ 平成18年3月 ・項目ごとの調査設計の作成  

・外部調査の委託先の選定   

○ 平成18年4月～・外部調査開始  

5 終わりに  

○ 平成18年度改定の結果については、改定の基本方針において、「本基本方   

針に即した改定であったかどうか、実際の改定の効果がどの程度であったのか   

等について、中医協において検証を行い」、その結果を社会保障審議会医療保  

険部会・医療部会に報告することとされたところである。  

○ 検証部会は、今後中医協において行われる平成18年度改定にかかる議論に  

おいて、結果の検証を行うことを十分に踏まえた形での改定となるよう各委員  

及び事務局に対しお願いするものである。  
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本日開催された中央社会保険医療協議会診療報酬改定結   

果検証部会において、別添のとおり報告書「平成16年度診   

療報酬改定の結果の検証について」を取りまとめ、同日の中   

医協総会へ報告されましたのでお知らせいたします。  

※ なお、中医協総会における各委員の発言を踏まえ、中医  

協会長と診療報酬改定結果検証部会長との協議により、一  

部修正が行われておりますことを申し添えます。  

平成17年12月21日   

厚生労働省保険局医療課   



平成16年度診療報酬改定の結果の検証について  

平成17年12月21日  
中央社会保険医療協議会  

診療報酬改定結果検証部 

1 はじめに  

○ 中央社会保険医療協議会（以下「中医協」という。）における診療報酬改定の   

結果の検証については、昨年10月27日の中医協全員懇談会了解「中央社会   

保険医療協議会の在り方の見直しについて」において、『中医協の審議の透明性   

の確保の観点からも、診療報酬改定の結果の検証を行い、これをその後の診療   

報酬改定に係る議論に繋げていく』こととしたところである。  

また、本年7月20日に取りまとめられた「中央社会保険医療協議会の新た  

な出発のために」（中医協の在り方に関する有識者会議）においても、『診療報  

酬改定の結果の検証については、医療費の動向の報告等が行われてきた程度で、  

（中略）その取組は不十分であった』、『診療報酬改定の結果の検証を行い、こ  
れをその後の診療報酬改定に係る議論に繋げていく取組が求められている』、   

『診療報酬Il改定の結果を検証して国民に分かりやす＜説明』すべき旨の報告が  

なされたところである。  

○ これらを踏まえ、診療幸闘州改定結果検証部会（以下「検証部会」という。）は、  

本年9月28日中医協総会において設置が了承され、公益委員及び専門委員（結  

果検証担当）により、検証の手法について調査審議を行いつつ、具体的に、診  

療報酬改定（以下、「改定」という。）の結果の検証に取り組むこととしたとこ  

ろである。  

○ 検証部会は、本年11月2日の第1回会議において、既存の調査結果を用い  

た平成16年度改定の結果の検証を行い、試行的な検証結果及び今後の検証に  

向けた課題について年内に取りまとめることを確認し、これまで3国会議を開  

催したところであり、本日、その内容を中間的に取りまとめたので報告する。  

2 平成16年度改定の結果検証について   

（1）結果検証に関する過去の取組状況   

○ 検証部会は、平成16年度改定の結果検証に先だち、まず、平成14年度改  

定における結果検証の取組状況について調査した。  

○ 中医協では、平成15年3月28日に閣議決定された、「健康保険法等の一部   



を改正する法律附則第2条第2項の規定に基づく基本方針」の中に記載された   

診療報酬体系の見直しについて、平成15年4月から7月にかけて審議を行っ   

てきた。   

○ その際、平成14年度改定の評価として、「必要なデータを収集した上で、各   

項目に対する評価を行う」こととし、平成15年10月に、改定頃日ごとに、   

社会医療診療行為別調査等の既存の統計調査を用いるとともに、別途調査を行   

う等の検証手法を整理したが、その後、平成16年度改定にかかる具体的な審   

議に入る等の事情により、残念ながら具体的な検証を行うには至っていない。   

（2）平成16年度改定の検証作業の方針  

○ 平成16年度改定の検証にあたっては、次期平成18年度改定に係る中医協   

での審議に出来るだけ間に合う形で結果を取りまとめ、平成17年内に中間的   

な取りまとめを行うという前提で、検証手法の検討を中心に、既存の調査結果   

を用いて試行的な検証を行うこととした。   

○ なお、検証部会としての本格的な検証作業は、平成18年度改定の検証から   

行うこととするが、平成18年以降も、平成16年度改定の検証も継続して行   

うこととし、必要に応じて追加的な調査も実施することとした。   

（3）結果検証の対象  

○ 手回の検証にあたっては、個々の改定が企図した効果を挙げているかといっ   

た観点から試行的に行うこととし、具体的には、   

・医科診療報酬において平成16年度改定時に重点事項とされた、「小児医療」、  

「精神医療」、「在宅医療」、「DPC」  

平成16年度改定で算定要件、施設基準等が変更された項目  

平成16年度改定で新規に保険導入された項目   

に主眼を置き、検証を行うこととした。   

○ なお、改定が医療費全体に及ぼす影響については、「医療費の動向」等を用い   

ることにより一定の観察は可能であるが、個々の診療報酬改定項目と医療費全   

体に及ぼした影響との直接的な関連付けが困難であることから、等回の試行的   

検証においては行わないこととした。   

（4）検証に用いた手法及び検証資料  

○ 等回の試行的検証に用いた手法及び資料は次のとおり。   

① 既存の調査結果を用いた診療回数、点数、施設基準の届出医療機関数に関  

する改定前後の状況の観察   

・「社会医療診療行為別調査」（平成14年～16年の各年6月審査分の推計値）   

・「主な施設基準の届出状況」（平成14年～16年の各年7月1日現在の届出  

状況）  
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② 外部調査による結果の検証   

イ平成16年度小児医療の診療報酬に関する実態調査」（厚生労働省より社団  

法人日本小児科学会への委託調査）   

・「精神科医療に係る平成16年度診療報酬改定の影響に関する調査研究」（厚  

生労働省より社団法人日本精神科病院協会への委託調査）   

・「平成17年度DPC導入の影響評価」（診療報酬調査専門組織DPC評価分  

科会報告）   

（5）試行的検証結果  

① 小児医療について   

○ 小児に対する時間外診療体制の充実として、「初再診料等における小児の時  

間外加算」を見直し、6歳末満の患者に対して初再診等を時間外に行った場  

合の加算点数を引き上げるとともに、小児科を標模する保険医療機関の時間  

外加算を別に設定した。この結果、社会医療診療行為別調査における診療回  

数及び点数の推計値（以下、単に「回数」、「点数」という。）において、6歳  

末満の患者に対する時間外の診療に係る加算の算定のうらの半数程度で、別  

に設定された小児科を標模する保険医療機関の時間外加算も併せて算定した。  

また、「地域連携小児夜間・休日診療料」に関する施設基準を緩和した。こ  

の結果、新たに届け出た医療機関数が著しく増加し、回数、点数についても  

増となった。  

○ 効果的かつ効率的な小児・新生児の入院医療の提供として、「小児入院医療  

管理料1」に関する施設基準を緩和した。この結果、新たに届け出た医療機  

関数、回数、点数共に増加する一万、「小児入院医療管理料2」及び「3」の  

届出医療機関数が減少した。  

また、「新生児入院医療管理加算」を引き上げたことにより、点数が大幅に  

増加した。なお、社団法人日本小児科学会の調査では、算定基準が厳しいの  

に対して1日当たり点数が低いとの評価であった。   

② 精神医療について   

○ 地域への復帰支援の充実として、「精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア、  

精神科デイ・ナイト・ケア」について、実施効果を勘案し、患者の社会復帰  

を促進する観点から、3年を超える場合、週5日を限度とする算定制限を設  

けた。その結果、社団法人日本精神科病院協会（以下、「日精協」という。）  

の調査では、週6日以上のサービスを受けた患者が減少した等の評価であっ  

た。なお、届出医療機関数、回数、点数については増加した。  

また、「精神科退院前訪問指導料」について、算定回数を1回から3回に拡  

大するとともに、複数職種が共同して指導を行った場合の加算を新設した。  

その結果、日精協の調査では、算定した病院が増加するとともに、ほとんど  
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の病院で複数職種による共同指導を行ったという結果であった。  

○ 精神障害者である患者の在宅医療の充実として、「精神科訪問看護・指導料」   

について、患者宅へ複数の保健師・看護師等が訪問した場合の加算を新設し  

た。その結果、日精協の調査では、算定した病院が増加するとともに、複数  

の者による訪問が大半であった。  

○ 医療保護入院等における適切な処遇の確保として、「医療保護入院等診療   

料」を新設した。その結果、一千カ所を超える医療機関より施設基準の届出  

があった。   

③ 在宅医療について   

O 「在宅患者訪問診療料」については、週3匝】を超えて算定できる疾病を追   

加したが、回数、点数に減少傾向が見られた。  

○ 末期の悪性腫瘍患者等の在宅医療の充実として、「在宅患者訪問看護・指導  

料」について、1日に複数回の訪問看護・指導を実施した場合の加算の新設  

や、「在宅患者訪問点滴注射管理指導料」の新設を行った。その結果、回数及  

び点数において、算定が行われていることは認められたものの、在宅医療に  

ついては、今回の検証に用いた既存の調査結果が社会医療診療行為別調査に  

限られたことから、当初予期した効果が得られたかどうかを評価するには不  

十分であり、引き続き検証を行っていく必要がある。   

④ DPCについて   
O DPCは、平成15年に特定機能病院等のDPC対象病院（82病院）に   

適用が開始され、平成16年度改定において新たに、62の病院に試行的に  

適用された。その後、診療報酬調査専門組織においてDPC導入の影響評価  

のための各種調査が実施されたが、平成17年11月にまとめられた「DPC  

評価分科会報告」においては、DPC対象病院において、在院目数の短縮な  

ど入院医療の効率化が進んでおり、急性期に特化した医療機関としての機能  

も向上しているが、診療内容に悪影響があるとは認められず、これはDPC  

試行的適用病院においても同様であるとの結果であった。DPCが診療内容  

に及ぼす影響については、引き続き検証を行っていく必要がある。  

3 今回実施した検証結果を踏まえた今後の課題について   

（1）結果検証のために必要な調査設計   

① 既存の統計調査結果を用いた検証方法の再検討   

○ 等回の検証は、既存の統計資料を用いて実施したものであるが、当然ながら  

これらの統計資料は結果の検証を前提に設計されたものではないことから、  

号後、結果検証において考慮しなければならない課題を整理した。  
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O 「社会医療診療行為別調査」は、一定の期間、条件で抽出した医療機関、  

診療報酬明細書を基に推計したものであり、例えば広く行われている診療行  

為の実施状況や年次の推移の観察は可能であるが、ごく限られた医療機関で  

のみ実施しているような件数の少ない診療行為等については、詳糸田な検証に  

耐えうるようなデータを得られない点において留意が必要である。  

また、当該調査を用いて平成16年度改定の前後の状況を見る場合は、改  

定直後である平成16年調査の結果だけでなく、一年後の平成17年調査の  

結果も見る必要がある。  

O 「主な施設基準の届出状況」は、特定の診療報酬について施設基準に適合  

しているものとして届け出た医療機関数等についての把握が可能であるが、  

これらの医療機関のうちどの程度の医療機関が当該診療報酬を算定している  

かといった、医療機関ごとの実施状況の把握ができない。  

また、施設基準が設定されていない診療報酬については、算定している医  

療機関数の把握ができない点についても留意が必要である。   

② 外部調査の実施による検証   

○ 外部による調査にあたっては、芋回のような学会等関係当事者の協力によ  

り実施することは、調査対象となる医療機関の協力が得られやすく、十分な  

データに基づく分析が可能である反面、調査結果の解釈に、その関係当事者  

としての要望が混在しがちな部分があることも否定できず、いかに調査の客  

観性を高めるかが課題である。  

今後、より中立的な第三者への調査の委託についても検討が必要である。  

○ この他、既存の調査を補完する調査を実施するといった観点も必要である。   

（2）検証対象の選定基準の明確化   

○ 結果検証を行うにあたっては、改定時にあらかじめ検証対象を特定し、そ  

の検証対象に応じた調査手法等を検討しておく必要がある。  

具体的には以下のとおり。  

診療報酬改定基本方針における主要事項  

国民の関心が特に高い事項  

新設された項目  

これまでの診療回数に大きな変動のある】裏目  

4 平成18年度改定に向けて   

（1）検証の実施方法について   

○ 平成18年度改定に当たっては、予め検証を実施する前提で、以下の階層に  

沿って、改定の目的、目標及び改定がもたらす効果を明確にしておく必要があ  
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ると考える。  

① 「平成18年度診療幸闘州改定の基本方針」（平成17年11月25日社会  

保障審議会医療保険部会・医療部会）（以下、「改定の基本方針」という。）  

において示された4つの視点  

② 今後、中医協において策定される医科診療報酬、歯科診療報酬、調剤幸闘州  

ごとの具体的な改定重点事項   

③ 個々の診療幸闘州改定項目  

○ また、可能な限り検証の対象となる項目について、予め評価指標を設定する  

必要があると考える。  

例えば、見込まれる算定医療機関数、対象患者数、言多療回数、財政効果、他  
の診療報酉州項目への影響など。  

○ これらを踏まえ、平成18年度改定の結果の検証に当たり、次の点について、  

検証部会として早期に検討しておく必要がある。   

① 検証項目の特定   

② 検証項目ごとの検証手法、異体的な調査設計  

定量的な調査として、既存の統計調査を補完する調査  

定性的な調査として、医療の質、安全性、患者満足度等  

③ 国E引こ分かりやすい形での検証結果の公表方法  

○ なお、改定が医療費全体に及ぼす影響については、その把握の手法を含めた  

検討が必要である。   

（2）結果検証の実施にかかる当面のスケジュール  

○ 平成18年2月 ・平成18年度改定における検証項目、検証手法の整理   

○ 平成18年3月 ・項目ごとの調査設計の作成  

・外部調査の委託先の選定   

○ 平成18年4月～・外部調査開始  

5 終わりに  

○ 平成18年度改定の結果については、改定の基本方針において、「本基本方   

針に即した改定であったかどうか、実際の改定の効果がどの程度であったのか  

等について、中医協において検証を行い」、その結果を社会保障審議会医療保  

険部会・医療部会に報告することとされたところである。  

○ 検証部会は、今後中医協において行われる平成18年度改定にかかる議論に  

おいて、結果の検証を行うことを十分に踏まえた形での改定となるよう各委員  

及び事務局に対しお願いするものである。  
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